


















































ていると論じている。廃止の理由のうち，後半は紹介さ   




























能力さえあればよいと主張しているわけでもない。   
2．「図書館雑誌Jによる答申の紹介と関連する論議  







図 書 館 雑 誌 Vol，軋No、2 J2β   
JL、おきなく「行政改革」を進めることができる。今日の  
ような環境の変化の激しい時期には，雑誌記事一つを  
とっても執筆者には細心の注意が必要なのである。   
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れているが，前半の高い識見が求められるのは当然であ  





















議会答申や所管官庁の政策文書を用いるべきである。   






















申を活用しなければならない。   
不正確な情報をもとに論じると，図書館界の主張が全  
面否定されたかのような印象を読者に与え，逆効果にな  
る。このような記事を読んだ各地方自治体の管理部門は  
